


１．重要な会計方針

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

・・・・先入先出法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産・・・・定率法

②無形固定資産・・・・定額法

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の事項を

次の通り提案しております。

②賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生

していると認められる額を計上している。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４）リース取引の処理方法

リース総額が３００万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係わる

方法に準じた会計処理をしております。

リース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

わる方法に準じた会計処理をしております。

（５）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

２．株主資本等変動計算書の注記

（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数

３０，０００株

（２）当該事業年度の末日における自己株式の数

該当なし

３．その他の注記

（１）減価償却累計額

５０，５４３，３７６円

（２）当期純損益金額 ▲ ４６，４３０，９４６円

（３）１株当たりの当期純利益は▲１，５４７円７０銭である。

個 別 注 記 表

２０２２年４月 １日から

２０２３年３月３１日まで


